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 エネルギー安全保障 自給率の向上 再生可能エネルギーが貢献

 脱炭素社会・カーボンニュートラルに向けた道筋

１

日本の一次エネルギー国内供給の推移

2040年  2050年

省エネルギー
今後は徐々に
ペースダウン

非化石エネルギー
2040年～2050年の主力は

再生可能エネルギー

省エネルギーが現在のペースで2050年迄進んでも
非化石エネルギーは2030年に現状の約2倍は必要
2040年には3～4倍、2050年には4～5倍の需要

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2024, ｐ90, 図211-3-1に瀬川加筆

←2013年比▲46％

←2013年比▲60％

←2013年比▲73％

原子力が一次エネルギー供給の主力になれないとすると
再生可能エネルギー導入拡大に対する長期的な政策支援が必要になる



一次エネルギーの議論が「輸送用燃料」の問題に触れずに「電源構成」の議論に置き換わる

２
「エネルギー基本計画（原案）の概要」令和6年12月 資源エネルギー庁に瀬川加筆

熱・燃料関係は
２０１３年度比で
▲２２％～２７％
に留まっている

電力は僅か
に増えたが
燃料を減ら
す程は無い

非化石電力の需要増は、データセンターだけでなく
産業用電力や輸送用燃料の脱炭素化に必須



日本の部門別、主体別のGHG排出量の内訳（2021年度）とScope1、2 、3 

・Scope3（スコープ3）：
事業者の活動に関連する
その他の排出（Scope1、2以外の間接排出）

・Scope2（スコープ2）：
他社から供給された電気・熱・蒸気
などのエネルギー使用に伴う排出（間接排出）

・Scope1（スコープ1）：
事業者自らの燃料の燃焼や
工業プロセスに伴う排出（直接排出）

出典：温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.4)
環境省／経済産業省 2022年3月

出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2023
運輸部門の
脱炭素化遅延
が致命傷になる３



第7次エネルギー基本計画原案
2040年度の電源構成は再生可能エネルギーを「4～5割程度」

とし、「主力電源として最大限導入する」とした。原子力につ
いては「可能な限り原発依存度を低減する」との文言を削除し
「2割程度」、火力は「3～4割程度」としたがあくまで見通し。
燃料の議論をせずいきなり電源ミックスの議論になっている。

「エネルギー基本計画（原案）の概要」令和6年12月 資源エネルギー庁に瀬川加筆

具体的な戦略が不明
４



出典：経済産業省資源エネルギー庁 2024年12月発表データをもとに瀬川計算

日本の再生可能エネルギー電力（買取対象）導入状況
（単位万ｋW、2024年6月まで、一般水力を除く）

分 類
24年6月迄
の全導入量
(現時点合計)

12年6月迄
の導入量
(買取制度前)

12年7月以降
の導入量
(買取制度後)

24年6月末迄

の未稼働設
備

買取制度認定

全設備容量

24年6月迄
の認定設備

の稼働割合

認定済設備
100％稼働時

の想定導入量

分類記号 A+B A B C B+C B/B+C A+B+C

太陽光発電合計 7,371.6 499.2 6,872.4 568.6 7,441.0 92.3% 7,940.2

住宅用太陽光 1,550.3 472.3 1,078.0 10.0 1,088.0 99.1% 1,560.3

非住宅太陽光 5,821.3 26.9 5,794.4 558.6 6,353.0 91.2% 6,379.9

風力発電 619.1 232.0 387.1 1,321.3 1,708.4 22.6% 1,940.4

中小水力発電 164.8 25.5 139.3 119.9 259.2 53.7% 284.7

地熱発電 14.3 0.1 14.2 7.0 21.2 67.0% 21.3

バイオマス発電 657.2 123.7 533.5 306.0 839.5 65.9% 963.2

合計 8,827.0 880.5 7,946.5 2,326.3 10,269.3 77.4% 11,153.3

2040年見通し

160GW
～220GW
(22～29％）

22.5GW
～45GW
（4～8％）

8GW
～10GW
（5～6％）

５

相当な加速政策
が不可欠



 エネルギー安全保障 自給率の向上 再生可能エネルギーが貢献

 脱炭素社会・カーボンニュートラルに向けた道筋

６
出典：経済産業省 資源エネルギー庁 エネルギー白書2024, ｐ90, 図211-3-1に瀬川加筆

日本の一次エネルギー国内供給の推移
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←2013年比▲46％

←2013年比▲60％

←2013年比▲73％

省エネルギー
今後は徐々に
ペースダウン

非化石エネルギー
2040年～2050年の主力は

再生可能エネルギー

省エネルギーが現在のペースで2050年迄進んでも
非化石エネルギーは2030年に現状の約2倍は必要
2040年には3～4倍、2050年には4～5倍の需要

原子力が一次エネルギー供給の主力になれないとすると
再生可能エネルギー導入拡大に対する長期的な政策支援が必要になる





第7次エネルギー基本計画における再生可能エネルギー電力導入目標

「エネルギー基本計画（原案）の概要」令和6年12月 資源エネルギー庁に瀬川加筆



「エネルギー基本計画（原案）の概要」令和6年12月 資源エネルギー庁に瀬川加筆
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